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1.  はじめに 




















                                                       
1 ここで議論する「食料安全保障」は、途上国における人口増加や貧困といった文脈で議論される food security と
は異なるものである。両者の違いに関しては Hayami (2000)で解説されている。本稿では、「食料安全保障」は、









を作成した。このマニュアルでは、緊急事態における最低供給熱量を通常より 20%低い 1 人 1 日当た
り 2000kcal と設定し、緊急事態の程度に応じて、 
レベル 1:  特定品目の供給が平時の供給を 2 割以上下回る場合 
レベル 2: 1 人 1 日当たり供給熱量が 2000kcal を下回る場合 
の 2 つの目安を設定した。具体的な対応策としては、国内生産の促進、備蓄の活用と輸入の確保、市
場監視・統制、などが計画されている。 




  ところで、日本は非常に高い貿易障壁をコメの輸入に課してきたが、それによって 100%に近い自給




















1.2  コメ貿易と貿易障壁 
  日本は長年にわたり、コメの輸入を原則的に禁止してきたが、1995 年にコメのミニマム・アクセス(MA)
を受け入れ、1999 年にはコメの関税化をウルグアイ・ラウンド(UR)合意の一部として行ったが、2001 年
のその輸入量は 78.6 万トン(国内生産のわずか 8.7%)であった。コメの貿易障壁は実質数百パーセン
トに及ぶため(表 1)、この貿易障壁が撤廃されれば、輸入米の占める市場シェアはかなりのものになるこ
とが予想される。 





  コメは生産された地域内で消費される割合が高い作物である。見方を変えれば国際市場で取引されPage 5 
る割合が他の穀物と比較して低い作物とも言える。また、コメ生産量上位 10 ヵ国で世界生産の 90%を








1.3  先行研究 
  日本の国内コメ市場開放問題に関しての分析は、その資源配分上の効率性の改善や、国内農業へ
の影響といった決定論的な観点からのものが大部分である。たとえば、Kako et al. (1997)は、低下し
続ける消費量のもとで MA 米を吸収するために必要なコメの転作の程度について検討し、Hayami 
and Godo (1997)は部分均衡モデルを用いて MA、関税化、そして生産調整といった政策手段につい
て、政治的に実行可能な組み合わせを分析した。また、Cramer et al. (1999)は、22 地域を考慮した
世界貿易モデルを構築し、日本が関税率を毎年 8%削減したと仮定すると、輸入は約 300 万トン(国内
消費量の 3 分の 1)に達すると推定した。同時に彼らは、国内市場を保護するよりも、むしろ、自由化に
よって国際市場へのアクセス性を高めることで日本の食料安全保障はより確かなものになると示唆した
ものの、シミュレーション結果等の具体的な裏付けがあるわけではない。 
  Cramer (1993)は、空間均衡モデルを用いてコメの貿易障壁の撤廃シミュレーションを行った。その




なると考えられる。 Page 6 
  一方、自由化問題に関して、食料安全保障や農産物の不作の可能性に着目した研究は少ない。































 第2 章ではモデルの構造とシミュレーション・シナリオを説明し、第 3 章ではその計算結果を示す。第
4 章では政策的含意と結論を述べる。 
 
2.  確率的世界貿易 CGE モデルとシミュレーション・シナリオ 
2.1  モデルの構造 
  本研究では、Devarajan et al. (1990)によって開発された標準的な一国経済 CGE モデルを世界貿
易モデルに拡張したものを用いる。データは Global Trade Analysis Project(GTAP)データベース・
バージョン 6 を用いた。部門を 8 つに分け、地域は 12 地域(生産量の上位、かつ、日本にとって重要
なコメ貿易相手国 10 ヵ国、および、その他アジア地域、その他地域)を設定した(表 3)。4 
  各部門における生産活動は、代表的企業による 2 段階の利潤最大化行動によって描写される(図 2)。
そこでは、第 1 段階で要素(資本、労働、および、土地)を投入として、constant elasticity of 
substitution (CES)型生産関数のもと、合成生産要素が生産される。第 2 段階では、この合成生産要
素と中間投入財をレオンチェフ型関数のもと、国内生産物を生産する。この CES 型生産関数における
代替の弾力性は、農業部門では 0.2、それ以外では 1.0 とした。5また、資本と土地は部門間・地域間で
                                                       
4 GTAP データベースの詳細については Hertel(1997)を見よ。 
5 この弾力性を 0.1 もしくは 1.0 と仮定しても計算結果に質的な違いは見られなかった。頑健性の検証については




  国内生産物は constant elasticity of transformation(CET)関数によって国内向けと輸出向けに振
り分けられ、輸出向けの合成輸出財は、さらに CET 関数により各地域へと配分される。Armington 
(1969)の方法を用いて CES 関数により国内財と合成輸入財とでアーミントンの合成財が生産され、こ
れが国内で消費・投入される。合成輸入財はさまざまな地域からの輸入を CES 関数で集計するもので
ある。輸出入パターンを描写する CET/CES 関数の代替/変形の弾力性に関しては、GTAP データベ
ースの弾力性値を利用した。それらの弾力性は国内で生産された財と輸出先/輸入元で生産された財と
の類似性を表している。例えば、籾・玄米の国内財と合成輸入財の代替の弾力性は 5.05 であり、加工










                                                       
6 既存研究と同様に、これらの弾力性値を 2 倍したものが合成輸入財生産関数・合成輸出財変形関数の弾力性と
して用いた。付録で検討されているように、この弾力性を前後 30%の範囲で幅広く考えても、結論はおおむね質的
に頑健であった。 Page 9 
性を 0.1 と仮定した。7 
 
2.2  シミュレーション・シナリオ 
2.2.1 4 つのシナリオ構成要素 
  日本のコメ輸入自由化が日本経済に与える影響を計測するために以下の 4 つのシナリオ構成要素を
考慮する。(1)籾・玄米と加工米の輸入障壁について、日本のみが一方的に撤廃する、(2)籾・玄米部門
の生産性変動、(3)コメの不作に備えた備蓄米の放出、(4)対日コメ輸出国のうち上位 4 ヵ国による輸出
制限である。これら 4 つの要素がどの程度、食料安全保障を達成(もしくは阻害)するか、以下の 11 の
シナリオを用意して検討する(表 4)。 
 シ ナ リ オT0 と T1 は従来の研究でよく行われたものであり、T0 は何らショックのない基準均衡、T1 は
コメの貿易障壁撤廃のみを考えたシナリオである。これらの上に、日本にのみ生産性ショックを与える分
析(J0, J1)、日本以外の世界の国々に生産性ショックを与える分析(R0, R1)、全世界に生産性ショック




2.2.2  シナリオ構成要素 1: 貿易障壁撤廃 
  GTAP データベースをもとに計算されたコメ(籾・玄米と加工米)の貿易障壁を、日本のみが一方的に
撤廃するとする(表 1)。一方、日本のほかの部門や、ほかの地域の貿易障壁については変化させない。 
 
                                                       
7 一般的にはコメのような必需財の価格弾力性は非常に小さい値をとると考えられるが、実証研究におけるその推
定値は 0 ないし 0.1 から、2.8 までの間で大きなばらつきをもっていた。これに関する感応度分析を行ったが、大き
な違いは見られなかった。詳しくは付録参照。 Page 10 
2.2.3  シナリオ構成要素 2: 生産性ショック 
  生産性ショックを、籾・玄米部門の国内生産関数における総要素生産性の変動として導入し、各地域
r の生産性が独立同一正規分布 ( )
2 , 1 r N σ に従うと仮定する。12 地域における生産性の標準偏差 r σ


































2.2.4  シナリオ構成要素 3: 備蓄米 










2.2.5  シナリオ構成要素 4: 輸出数量制限 














このとき、日本はシナリオ Q や M ではそれらの外的要因に対してより脆弱になることが予想される。 
 
3.  シミュレーション結果 
3.1  貿易自由化の決定論的影響 




GDP の 0.17%に相当する 67 億米ドル(8,270 億円)であった。8他方、コメの国際価格は上昇するため、
コメの輸出ブームによってほとんどのアジア諸国の厚生は改善されるが、中国は自国のコメ消費を犠牲
                                                       
8 2001 年の平均為替レート 1 米ドル=121.53 円を用いて円換算。 Page 13 
にする程度が大きいためにわずかに経済厚生を悪化させる。これは中国の食料消費の中でコメの占め
る割合が高く、また、農産物・食料間の代替の弾力性が小さいと仮定したためであると解釈できる。 







3.2  日本国外の生産性ショック 
  コメの供給を国外に大きく依存するとき、その輸出国における不測の生産性ショックのために食料供給
が不安定になる可能性がある。シナリオ R0 と R1 で行うモンテカルロ・シミュレーションの結果と、シナリ
オ T0 と T1 の結果と比較することで、この懸念の妥当性を評価できる。シナリオ R0 とシナリオ T0 を比
較すると日本の経済厚生の平均値は同じであるが、標準偏差に関してはシナリオ R0 と R1 の間でいく
らかの違いが見られる。すなわち、自由化によって国外発の生産性ショックの影響を受けやすくなる(図
7)。しかし、シナリオ R0 の分布を見ると、その右側の裾は長くない。すなわち、考えられる限り大きな豊
作が国外で起こったとしても、自由化することなしにはシナリオ T1 で得られた経済厚生(67 億 49 百万
米ドル)を実現できないことを意味する。 
 シ ナ リ オR1 では外国におけるコメの生産性変動を考慮しつつ、貿易障壁を撤廃する。自由化は輸入
米の国内流入を増加させて、自給率を低下させる。輸入は国外初の生産性ショックという不確実性を伴
う。自由化シナリオである R1 では、シナリオ R0 と比べて経済厚生の平均値と標準偏差の両方が大きく
なるが(表 8, 図 7)、その変動幅の拡大も厚生損失を発生させることには結びつかない。また、シナリオ
R1 の等価変分の最小値は、シナリオ R0 の等価変分の最大値よりも大きい。すなわち、自由化をしたと
きに最悪の状況が発生したとしても、自由化をしない場合の経済厚生を決して下回ることはない。 
  日本にとっての輸入価格を調べることで、国外の生産性ショックから受ける影響を確認できる(図 8)。Page 14 




3.3  日本国内の生産性ショック 
  前節では国外発の生産性ショックが日本国内に与える影響を吟味したが、これとは反対に、日本国内
のみに生産性ショック与えると、貿易自由化の評価はまた異なったものになる。自由化をしないシナリオ
J0 の結果は、国内における生産性ショックが経済厚生の変動幅をかなり大きくすることを示唆する(表 8, 
図 10)。これは国内市場でコメが不足したときに代替的な供給源となりうる輸入というオプションを、実質
的なコメの輸入禁止によって捨ててしまっていることによる。 







3.4  世界全体の生産性ショックの影響 
 前 節 ま で で シ ナ リ オR0, R1, J0, J1 の結果を比較し、日本国内で起こる生産性ショックこそが日本経
済に影響を与える大きな要因であり、他方、国外で発生する生産性の変動による影響は––たとえ輸入
自由化によって輸入米が大きな市場シェアを握ったとしても––軽微であることが分かった。本節では全
世界において生産性ショックが発生するとし、コメ自由化の効果を吟味する。このシナリオ A0 と A1 の
結果は、シナリオ J0 と J1 の結果に非常に近いものとなった(表 8, 図 11)。そしてこの結果は、たとえ生
産性ショックという不確実性を考慮したとしても、コメの貿易自由化は日本国民を危険に晒すものではな
いことを意味する。 Page 15 
  等価変分以外にも、供給熱量の分布も示したが、自由化は供給熱量分布の平均値を上昇させ、その
標準偏差を下げる(図 12)。最終的に、これらのシミュレーションの結果は、農林水産省が定めるレベル
1(特定品目の供給が平時の 2 割減)やレベル 2(1 人 1 日当たりの供給熱量が 2000kcal 未満)といっ
たような食料不足の状況に陥る可能性がほとんどないことを示している。 
 
3.5  備蓄の効果 
  備蓄は不作に対処するためのもっとも一般的な手段である。その直前までに政府が行ってきた食糧管









シナリオ A0 の結果と S のそれを比較することで備蓄米から得られる便益を定量化する。本研究では、




中で観察された価格のうち、最も高いものは(基準均衡における価格を 1.00 として)1.17 であるが、シナ
リオ A0 では 1.37 である。そしてコメ消費の分布では歪度が負になる(すなわち、分布は右側に偏
                                                       
9 これらの外的要因に加えて、貿易障壁の撤廃も同時に考慮すると、厚生効果の平均値と標準偏差は日本にとっ
てより望ましいものになることは、シナリオ A1 の結果が示唆するとおりである。 Page 16 
る)(図 14)。 
 図13, 14 を見る限り、備蓄米の放出は市場安定と供給の確保に効果的であるかのように思われるが、
厚生全体への影響という観点から見ると、実は期待する程の効果はない。備蓄米を放出することで等価
変分の平均値をシナリオ A0 に比べて 1 億 8 百万米ドルだけ改善させるが、等価変分の標準偏差は
大して小さくならない(表 8, 図 15)。10 
  ここで、備蓄米の費用対効果に議論を移そう。農林水産省(2001)によると備蓄米の年間保管費用は

















                                                       
10 なお、すべての地域の生産性ショックの標準偏差を元の 2 倍として同じシミュレーションを行った場合、備蓄の効
果は 2 億 74 百万米ドルと推定された。 Page 17 
で説明した自由化後の中長期的均衡は、自由化に対応してすべての生産要素の再配分が行われると
仮定して導き出されたものであるから、経済厚生の平均値は、シナリオ A1 の 67 億 7 百万米ドルに比
べて、シナリオ M では 143 億 47 百万米ドルと、より大きな自由化の便益を示唆する(表 10 上)。(2 つ
のシナリオの間での仮定の違いは、資本と土地の部門間移動の有無のみである事に注意。) 
 シ ナ リ オQ では、日本に対するコメ輸出上位 4 ヵ国がコメ(籾・玄米と加工米)輸出を MA 水準にまで
抑制する。シナリオ M では日本は貿易の利益を大いに享受したが、シナリオ Q では反対に経済厚生

















たカンボジアは 2008 年 5 月に輸出を再開した。さらに、日本に対する主要コメ輸出国であるアメリカと
                                                       







































効果は、ここで示したシミュレーション結果が示唆するものよりも小さいものになるであろう。 Page 20 
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図表 
表 1: 日本のコメ輸入と貿易障壁 
輸入額 貿易障壁 輸入額 貿易障壁
日本への輸出国 [百万米ドル][ % ] [ 百万米ドル][ % ]
中国 1.0 1,000 43.9 1,135
インド 0.4 0 1.5 829
インドネシア 0.0 0 1.5 0
バングラデシュ 0.0 0 0.1 929
ベトナム 0.2 0 3.7 929
タイ 0.0 0 27.8 1,186
フィリピン 0.0 0 1.4 0
アメリカ 33.2 804 65.0 929
オーストラリア 7.4 804 28.0 927
その他アジア 1.0 581 4.2 453





出所: GTAP データベース・バージョン 6. 
 
表 2: 2001 年の各国のコメの生産量 
生産量 割合












合計 597,657 100.0  
出所: FAOSTAT. 
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表 4: シミュレーション・シナリオと構成要素 
T 0 -----
T1 x - - - -
R0 - - x - -
R 1 x-x--
J0 - x - - -
J1 x x - - -
A0 - x x - -
A1 x x x - -
S -xxx-
Mx x x - -
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表 5: コメの生産性の回帰分析結果と抽出標本の基本統計量 
 [ 従属変数: 生産性指数(2001=1.00)] 
最小 最大
日本 –9.735 0.005 0.080 0.088 0.75 1.31
(–1.02) (1.12)
中国 –12.946 0.007 0.026 0.606 0.91 1.08
(–4.16)** (4.47)**
インド –15.658 0.008 0.042 0.453 0.87 1.16
(–3.10)** (3.28)**
インドネシア –4.280 0.003 0.019 0.304 0.94 1.07
(–1.93)* (2.38)**
バングラデシュ –47.716 0.024 0.047 0.854 0.84 1.13
(–8.57)** (8.73)**
ベトナム –54.695 0.028 0.016 0.985 0.95 1.05
(–28.85)** (29.33)**
タイ –35.838 0.018 0.030 0.893 0.89 1.10
(–10.17)** (10.43)**
フィリピン –22.865 0.012 0.050 0.548 0.83 1.16
(–3.82)** (3.97)**
アメリカ –26.487 0.014 0.037 0.752 0.86 1.11
(–6.07)** (6.28)**
オーストラリア –5.916 0.003 0.088 0.031 0.74 1.25
(–0.56) (0.65)
–19.607 0.010 0.021 0.836 0.94 1.07
(–7.76)** (8.14)**













注: 括弧内は t 値を表す。 *, **, ***は、それぞれ 10%, 5%, 1%の有意水準で有意であることを表す。
抽出された生産性の標本平均と標準偏差は、仮定した値とそれぞれ整合的である。 Page 26 
表 6: シナリオ T1 における日本に関するシミュレーション結果 
生産 消費 輸入
籾・玄米 –48.7 9.5 1,545.8
小麦 0.5 2.8 2.8
その他農業 0.8 2.7 3.8
加工米 –36.8 10.2 1,217.4
その他食品 2.4 2.9 1.2
製造業 0.4 –0.3 –0.8
サービス –0.0 –0.1 –0.7
交通 –0.1 –0.1 –0.8
生産 消費 輸入
籾・玄米 –37.3 –46.2 –71.6
小麦 1.9 1.5 1.3
その他農業 2.8 2.6 1.4
加工米 –37.8 –49.5 –80.7
その他食品 0.4 0.5 0.9
製造業 0.1 0.1 0.4
サービス –0.0 –0.0 0.3




注: シナリオ T0 からの変化を表す。 
 

















合計 8,354  
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表 8: シナリオとその推定結果  
平均
[百万米ドル][ % ]
T 0 ---- 0 0 9 4 . 0
T1 x - - - 8,962 0 58.7
R0 - - x - 1 24 94.0
R 1 x-x- 8 , 9 6 5 1 6 2 5 9 . 2
J0 - x - - –176 1140 93.7
J1 x x - - 8,949 191 58.3
A0 - x x - –175 1140 93.7
A1 x x x - 8,952 256 58.7















注: 各シナリオの日本の等価変分の分布は図 7, 10, 11, 12, 15 おいて示されている。 
 
表 9: 日本に関する自由化後の中長期的均衡のシミュレーション結果 
生産 消費 輸入
資本 労働 土地
籾・玄米 –97.2 16.3 5012.9 –97.3 –97.3 –96.6
小麦 46.3 5.5 –5.0 42.2 42.2 79.0
その他農業 5.8 5.9 –6.6 3.8 3.8 30.6
加工米 –43.4 13.0 1607.4 –43.4 –43.4 –
その他食品 5.3 5.5 –0.7 5.3 5.2 –
製造業 0.7 –0.1 –0.8 0.7 0.6 –
サービス 0.0 –0.1 –0.5 0.1 0.0 –
交通 –0.1 –0.2 –0.5 –0.0 –0.1 –
生産 消費 輸入
資本 労働 土地
籾・玄米 –9.7 –62.7 –84.6 –0.1 – –68.3
小麦 –8.1 –1.1 1.3 –0.1 – –68.3
その他農業 –5.9 –5.0 –0.3 –0.1 – –68.3
加工米 –35.8 –50.4 –82.7 –0.1 – –
その他食品 –1.8 –1.5 0.6 –0.1 – –
製造業 –0.1 –0.1 0.2 –0.1 – –
サービス –0.1 –0.1 0.2 –0.1 – –






注: シナリオ T0 からの変化を表す。労働が基準財となっているため、賃金率は変化しない。 Page 28 
 






最小 平均 最大 [%]
日本 13,004 14,347 15,163 0.35
中国 –2,391 77 1,358 0.01
インド –1,908 –71 937 –0.02
インドネシア –497 –33 372 –0.02
バングラデシュ –1,291 –43 504 –0.09
ベトナム –121 37 178 0.11
タイ –74 179 395 0.16
フィリピン –1,043 –41 361 –0.06
アメリカ 1,031 2,000 3,027 0.02
オーストラリア –2 156 381 0.05
その他アジア –1,558 –511 482 –0.04







最小 平均 最大 [%]
日本 –105,645 –92,775 –80,122 –2.29
中国 –2,041 353 1,623 0.03
インド –1,626 555 1,799 0.12
インドネシア –532 –45 378 –0.03
バングラデシュ –1,343 –42 528 –0.09
ベトナム 1,012 1,377 1,740 4.21
タイ –236 21 252 0.02
フィリピン –1,209 –118 314 –0.16
アメリカ –2,185 –1,549 –745 –0.02
オーストラリア –623 –579 –527 –0.17
その他アジア 2,901 4,699 6,460 0.38
その他地域 –2,058 –540 975 –0.00
合計 –88,688 –0.29  
注: 等価変分の対 GDP 比は等価変分の平均を用いて計算した。 
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図 1: コメの生産性変動 



















図 2: 世界貿易モデルの構造 
 
注: CES/CET は constant elasticity of substitution/transformation の略語である。 
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図 3: モデルの構造––家計消費 
 
 
図 4: 生産性ショックと貿易自由化の日本の経済厚生への影響 
 
 
図 5: 備蓄米放出がコメ供給量の分布に与える効果 
 
 Page 31 
図 6: 生産要素の部門間移動と生産性ショックのタイミング 
貿易自由化＋生産性ショック 
労働の部門間移動 
シナリオ R,  J,  A の仮想的均衡 
貿易自由化  生産性ショック(＋輸出制限) 
労働の部門間移動  すべての生産要素の部門間移動 
自由化後の中長期的均衡







図 7: 国外の生産性ショックが日本の経済厚生に与える影響 
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図 8: 国外の生産性ショックが日本の加工米輸入価格に与える影響 

























































































注: ここでの価格は、図 2 で示した合成輸入財の価格を意味する。 
 
図 9: 国外の生産性ショックが日本の家計の加工米消費量に与える影響 


















































































































図 10: 国内の生産性ショックが日本の経済厚生に与える影響 
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図 11: 国内と国外の生産性ショックが日本の経済厚生に与える影響 




































































































































































図 12: 国内と国外の生産性ショックが日本の供給熱量に与える影響 































































































図 13: 備蓄米放出が日本国内の加工米価格に与える効果 
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図 14: 備蓄米放出が日本の加工米消費量に与える効果 













































































































図 15: 備蓄米放出が日本の経済厚生に与える影響 




































































































































































図 16: 輸出制限が日本の供給熱量に与える影響 
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付録: 感応度分析 
A.1    感応度分析: 合成食料財の価格弾力性 
  本文中で示したシミュレーションでは、家計の合成食料財生産 CES 関数の代替弾力性
f ε として 0.1
という値を仮定したが、これは、コメ、および、その他の農産物・食料需要の価格弾力性と近似的に一致
する。この 0.1 という値は、しかし、コメの価格弾力性の値としては、ひょっとしたら小さすぎるかも知れな
い。Chern et al. (2002)以外の日本のコメの価格弾力性推定値はみな 1 より小さい傾向を持つが、1
以下であるとしても、その範囲のどの値が広く合意を得られる値であるかは、実は自明ではない(表 A.1)。
そこで、この弾力性値についての感応度分析を行った。ここでは、




ミュレーション結果と比べて約 40%大きくなった(表 A.3)。 
  より大きな弾力性値を仮定することで、家計消費はより敏感に価格に反応するようになり、自由化シナ
リオであるシナリオ R1, J1, A1 での厚生分布の標準偏差が大きくなった(表 A.4)。図 A.1 から A.4 が




自由化を考えたシナリオでは、表 8 におけるものと比較して、自給率の平均値が 2％ポイントほど低くな
る。結論として、合成食料財生産関数の代替の弾力性を 1.0 としても、0.1 としても、われわれの分析結
果が質的に異なることはなかった。 
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表 A.1: コメ需要の価格弾力性の推定 
価格弾力性の
推定値 コメの種類 標本期間 標本の種類 データの出所














Kako et al. (1997) 0.130 米 1970–91 年次 家計調査
茅野 (2000) 0.3315 米(粗食料) 1970–94 年次 食料需給表
Chern (2001) 0.140 米 1986–95 プール 家計調査
1.824 米(全標本)
1.551–1.906 米(5所得階層別)
Chern et al. (2002) 1997 横断面 家計調査
長谷部 (1996) 1969–73, 77–86 年次 家計調査






澤田 (1984) 1963–79 年次 家計調査




表 A.2: シナリオ T1 における日本のシミュレーション結果(
f ε =1.0) 
生産 消費 輸入
籾・玄米 –29.9 70.6 1,924.0
小麦 0.4 –1.4 0.4
その他農業 0.0 –0.2 –1.1
加工米 –8.9 73.1 1,847.4
その他食品 0.5 0.3 –1.7
製造業 0.5 –0.3 –1.1
サービス –0.0 –0.1 –0.9
交通 0.0 –0.2 –0.8
生産 消費 輸入
籾・玄米 –33.8 –41.5 –68.3
小麦 1.2 1.3 1.3
その他農業 –0.1 0.0 0.4
加工米 –28.9 –42.3 –78.1
その他食品 –0.5 –0.4 0.4
製造業 0.2 0.2 0.5
サービス –0.0 –0.0 0.4
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表 A.3: 貿易自由化による経済厚生の変化(シナリオ T1)(

















合計 11,758  
 
表 A.4: シミュレーション結果の概要(
f ε =1.0) 
平均
[百万米ドル][ % ]
T0 0 0 94.0
T1 9,519 0 71.9
R0 –1 20 94.0
R1 9,518 109 71.9
J0 –156 1131 93.9
J1 9,460 581 71.5
A0 –157 1131 93.9
A1 9,458 593 71.6
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図 A.1: 国外の生産性ショックが日本の経済厚生に与える影響(
f ε =1.0) 
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図 A.4: 国内と国外の生産性ショックが日本の供給熱量に与える影響(
f ε =1.0) 
































































































f ε =1.0) 










































































































































































図 A.7, A.8 で見られる両分布のわずかな重なりを除けば、2 倍の標準偏差を与えたシナリオ R0, R1, 
J0, J1, A0, A1 の感応度検査は本文での結論と質的に変わりない。より大きな生産性ショックを仮定す
ると、効用関数の凹性に起因するわずかな経済厚生の低下をさらに大きく見せることになるために、保Page 40 
護貿易下での経済厚生の平均値を上昇させるが、それは微小なものに留まる。そして、シナリオ A0 と
S を比較すると、日本は備蓄米によって、本文中で示した厚生効果の約 2.5 倍に相当する 2 億 65 百
万米ドルの便益を享受することがわかる(表 A.5, 図 A.10)。このときには、実際の備蓄米の年間管理費
を上回る。  
 
表 A.5: シミュレーション結果の概要( r σ を 2 倍にした場合) 
平均
[百万米ドル][ % ]
T0 0 0 94.0
T1 6,749 0 73.4
R0 5 51 94.1
R1 6,756 189 73.9
J0 –713 2773 93.1
J1 6,613 844 72.3
A0 –710 2777 93.2
A1 6,619 871 72.8








図 A.6: 国外の生産性ショックが日本の経済厚生に与える影響( r σ を 2 倍にした場合) 
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図 A.7: 国内の生産性ショックが日本の経済厚生に与える影響( r σ を 2 倍にした場合) 




































































































































































図 A.8: 国内と国外の生産性ショックが日本の経済厚生に与える影響( r σ を 2 倍にした場合) 




































































































































































図 A.9: 国内と国外の生産性ショックが日本の供給熱量に与える影響( r σ を 2 倍 に し た 場                       
合) 
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図 A.10: 備蓄米放出が日本の経済厚生に与える効果(  r σ を 2 倍にした場合) 




































































































































































A.3  感応度分析: アーミントン弾力性 
  本文中の分析では、アーミントン合成財の代替の弾力性 ( ) i η − 1 1 と国内生産物の変形の弾力性
() 1 1 − i φ は GTAP データベースの値を利用した(表 A.6)。また、これらの弾力性を 2 倍にして、輸出
国・輸入国を決定するための代替の弾力性 ( ) i ϖ − 1 1 ・変形の弾力性 ( ) 1 1 − i ϕ に用いている。 
  この弾力性の値について感応度分析を行うため、籾・玄米と加工米の代替・変形弾力性をそれぞれ
30%前後させて、同様のシミュレーションを行った。その結果は図 A.11 に示されている。弾力性を小さ
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製造業 3.56 – 1.0
サービス 1.94 – 1.0
交通 1.90 – 1.0
感応度分析
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パネル a) 代替の弾力性: －30 % 
平均
[百万米ドル][ % ]
T0 0 0 94.0
T1 4,768 0 83.6
R0 1 28 94.0
R1 4,769 53 83.8
J0 –213 1201 93.7
J1 4,692 605 83.4
A0 –212 1203 93.8
A1 4,693 609 83.6















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































パネル b) 代替の弾力性: +30 % 
平均
[百万米ドル][ % ]
T0 0 0 94.0
T1 8,962 0 58.7
R0 1 24 94.0
R1 8,965 162 59.2
J0 –176 1140 93.7
J1 8,949 191 58.3
A0 –175 1140 93.7
A1 8,952 256 58.7













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 A.11: コメ(籾・玄米および加工米)部門の代替・変形の弾力性に関する感応度分析の結果 Page 45 
A.4  感応度分析: 合成生産要素生産関数における代替の弾力性 
  生産要素の代替の弾力性 ( )
va
j η − 1 1 を 0.2 と仮定しているが(表 A.6)、感応度分析のために農業部
門のそれを 0.1(図 A.12 パネル a)または 1.0(図 A.12 パネル b)と仮定した。弾力性が低い場合、貿易
の利益は小さくなり、コメの自給率の低下の程度も緩和された。弾力性を変化させたとしても自由貿易
下と保護貿易下の厚生分布は重ならず、本文の結果は頑健であることがわかる。また、備蓄米の効果





T0 0 0 94.0
T1 6,319 0 75.5
R0 4 27 94.0
R1 6,323 122 75.7
J0 –218 1173 93.6
J1 6,272 424 75.2
A0 –215 1176 93.7
A1 6,277 444 75.4

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































T0 0 0 94.0
T1 8,389 0 60.6
R0 –0 39 94.0
R1 8,392 146 60.8
J0 –509 2499 93.6
J1 8,364 320 60.3
A0 –509 2499 93.7
A1 8,364 329 60.4
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































B.1  モデルの構造 
  本稿で用いた確率的世界貿易 CGE モデルを構成する変数と方程式は以下の通りである。 
-記号 
集合 
j i, :   財・部門(合成食料財を除く) 
fd :   農産物・食料財・部門(表 B.1 の*) 
nfd :   非農産物・食料財・部門 
ifd :   非農産物・食料財・部門＋合成食料財・部門 
' , , r s r :   地域 
h :   生産要素 
 
表 B.1: 地域・部門・生産要素の略号 
地域 略号 部門 略号
日本 JPN 籾・玄米*P D R
中国 CHN 小麦*W H T
インド IND その他農業*O T A
インドネシア INS 加工米*P C R
バングラデシュ BNG その他食品*O T F
ベトナム VTN 製造業 MAN
タイ THL サービス SRV
フィリピン PHL 交通 TRN
アメリカ USA
オーストラリア AUS 生産要素
その他アジア ROA 土地 LAN
その他地域 OTH 資本 CAP





r i X , :   家計消費 
  r XFD :   合成食料財 
 
g
r i X , :   政府消費 
 
v
r i X , :   投資 
  r j i X , , :   部門 j の財 i の中間投入 
  r j h F , , :   生産要素投入 
  r j Y , :   合成生産要素 
  r j Z , :   国内生産 
  r i Q , :   アーミントンの合成財 Page 48 
 
  r i M , :   合成輸入財 
  r i D , :   国内財 
  r i E , :   合成輸出財 
  s r i T , , :   地域 r から s への輸送 
  r TT :   地域 r による地域間輸送サービスの輸出 
 




r S :   家計貯蓄 
 
g
r S :   政府貯蓄 
 
d
r T :   直接税 
 
z
r j T , :   生産税 
 
m
r s j T , , :   地域 s から r への輸入に課された輸入関税 
 
e




r p :   合成食料財の価格 
 
q
r i p , :   アーミントンの合成財の価格 
 
f
r j h p , , :   生産要素の価格 
 
y
r j p , :   合成生産要素の価格 
 
z
r i p , :   国内生産の価格 
 
m
r i p , :   合成輸入財の価格 
 
d
r i p , :   国内財の価格 
 
e
r i p , :   合成輸出財の価格 
 
t
s r i p , , :   地域 r から s への輸送サービス価格 
 
s p :   地域間輸送サービスの価格(単位: 米ドル) 
  s r, ε :   地域 r の通貨から地域 s の通貨への為替レート 





r S :   経常収支赤字(単位: 米ドル) 
  r j h FF , , :  部門 j で基準均衡において雇用されている生産要素 
  r j TFP , :   生産性；  ( ) ( ) 0 , 1 or , 1 ~
2
, N N TFP r r PDR σ  
  r σ :   籾・玄米部門の生産性の標準偏差  
  r EMS :    コメの備蓄量(放出可能上限量) 
 
0
,r j Z :   初期の国内生産量 
 
d




r i, τ :   国内生産税率 
 
m
r s i , , τ :   地域 s からの r への輸入に課された輸入関税率 
 
e
s r i , , τ :   地域 r から地域 s への輸出に課された輸出税率 
 
s
s r i , , τ :   地域 r から地域 s への地域間輸送サービスの料率 
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政府貯蓄関数 
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r i r i X X X X Q , , , , , ,      r i, ∀  
資本・土地市場( LAN CAP h , = ) 
  r j h r j h F FF , , , , =         r j, ∀  
労働市場( LAB h = ) 









r j LAB p p , , , , =        r j i , , ∀  
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12 地域間輸送部門について Hertel (1997) を見よ。 Page 53 
 
B.2  価格と消費量の分布 
  本文中の議論では、生産性ショックと貿易自由化が経済厚生に与える影響に焦点をあてた。シナリオ




図 B.1: 国内の生産性ショックが日本の加工米消費量に与える影響 


















































































































図 B.2: 国内と国外の生産性ショックが日本の加工米消費量に与える影響 
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図 B.3: 国内の生産性ショックが日本の加工米価格に与える影響 


















































































































図 B.4: 国内と国外の生産性ショックが日本の加工米価格に与える影響 










































































































産性の分布(図 B.5)と FAOSTAT で利用可能なすべての年次データ(1961–2004)の分布を示す(図
B.6)。一見すると、その分布は必ずしも正規分布に従っているようには見えない。しかしながら、図 B.7
が暗示するような時系列的な生産性の上昇傾向を取り除いて考えるために、FAOSTAT のデータの代





図 B.5: 日本のコメの生産性の分布(1990–2004) 






































































































図 B.6: 日本のコメの生産性の分布(1961–2004) 
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図 B.7: 日本のコメの生産性 














図 B.8: 日本の作況指数の分布(1926–2005) 














































































  本研究で行ったモンテカルロ・シミュレーションは、独立同一正規分布 ) , 1 ( r N σ  に従うとして無作為
に生産性ショックを発生させた(表 B.2, 図 B.9)。この生産性ショックの乱数値に関する基本統計量は、
2.2.3 で示された仮定と整合的であることがわかる。 
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表 B.2: シミュレーションで用いられた生産性ショックに関する基本統計量 
最小 最大 平均 標準偏差
日本 0.75 1.31 1.00 0.08
中国 0.91 1.08 1.00 0.03
インド 0.87 1.16 1.00 0.04
インドネシア 0.94 1.07 1.00 0.02
バングラデシュ 0.84 1.13 1.00 0.05
ベトナム 0.95 1.05 1.00 0.02
タイ 0.89 1.10 1.00 0.03
フィリピン 0.83 1.16 1.00 0.05
アメリカ 0.86 1.11 1.00 0.04
オーストラリア 0.74 1.25 1.00 0.09
その他アジア 0.94 1.07 1.00 0.02
その他地域 0.93 1.08 1.00 0.02  
 




























































































確認するために、表 5 に示した OLS モデルの残差間の相関係数r を調べた。表 B.3, B.4 を見る限り、
残差間の相関は、地域間の距離や隣接性に依存していないと言ってよいであろう。 
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インドネシア –0.5 –0.2 –
バングラデシュ –0.5 –0.2 0.1 –
ベトナム –0.3 –0.4 0.5 0.1 –
タイ –0.1 –0.1 0.2 –0.2 –0.2 –
フィリピン –0.7 –0.2 0.7 0.5 0.6 –0.1 –
日本 0.2 –0.2 –0.2 –0.2 –0.1 0.2 –0.1 –
アメリカ –0.7 –0.2 0.7 0.2 0.3 0.3 0.8 0.2 –
オーストラリア –0.2 0.2 –0.4 0.3 –0.2 –0.2 0.0 –0.0 –0.3 –
その他アジア –0.6 –0.0 0.3 0.5 0.2 0.2 0.5 –0.4 0.5 –0.1 –
その他地域 0.1 –0.1 0.2 0.3 –0.0 –0.2 0.2 0.1 0.1 –0.3 –0.2 –  
 
表 B.4: OLS の残差間の相関係数 






















フィリピン –0.7 0.7 0.6 –
日本 –
アメリカ –0.7 0.7 0.8 –
オーストラリア –
その他アジア –0.6 0.5 0.5 –
その他地域 –  
 